
 12

策を展開することが求められている。 

 

3．総合評価 

○政策科学推進総合研究及び社会保障国際協力研究においては、多くの研究が喫緊の行政ニ

ーズを反映しており、それらの成果が、少子化、医療、年金、介護、社会福祉等、各局横

断的に、国内外の社会保障全般に係る厚生労働行政に活用されている。また、中長期的観

点に立った社会保障施策の検討を行う上で必要な基礎的な理論、データを蓄積する研究を

行っている。今後とも、厚生労働行政の企画立案、効果的運営のため、本事業の一層の充

実が必要である。 

○国際医学協力研究においては、我が国の国際貢献として果たす役割も大きく、行政的意義

は高い。また、米国及びアジア地域の研究者と連携し研究活動がなされていることは我が

国にとっても有効かつ有益である、これまでの実績を踏まえ、より実用的な成果が得られ

るよう引き続き推進する必要がある。 

 

４ 参考（概要図） 

 

 

政策科学総合研究事業

政 策 科 学 推 進 研 究 に つ い て

社会保障分野は幅広く、部局横断的に、社会科学系を中心とする研究課題を設定。
行政施策の企画立案及び効率的な実施に資する研究を推進。

■少子高齢化の進行・人口減少社会の到来等に対応できる「安心な」社会保障制度の確立

「世帯・個人の経済・生活状
況と社会保障に関する研究」

「社会保障制度分野におけ
る厚生労働行政施策の効率
的な推進等に関する研究」

「少子高齢化と社会保障に関
する研究」

◆人口減少の局面への突入
・・・2050年には9515万人まで減少

◆社会保障に関する制度改正の検証
・・・年金（平成16年）

介護（平成17年）
医療（平成18年）
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◆社会保障に関する制度改正の検証
・・・年金（平成16年）

介護（平成17年）
医療（平成18年）

・人口構造の変化と社会保障の相互関
係に関する研究

・児童の健全育成に関する研究
・地域における孤立に関する研究

等

・社会保障制度における低所得者の取扱
に関する研究

・格差と社会保障の在り方に関する研究
・社会保障と資産に関する研究

等

・年金制度の広報に関する研究
・医療構造改革に関する制度導入前

後のレビューに関する研究
・介護と連携した在宅医療の推進に

関する研究

等

◆「社会保障の在り方に関する懇談会」
・・・予防や自立支援の推進、

給付と負担の在り方の見直し 等
◆「経済財政改革の基本計画２００７」

・・・成長力底上げ戦略、少子化対策、
再チャレンジ支援 等
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